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代　　　表　　　者　役職名　取締役社長　　 氏名　服部　輝雄

問合せ先責任者　役職名　財務経理部長　氏名　大橋　計 TEL (03) 5470 - 7105
決算取締役会開催日　　　　平成 17年 11月 7日
親会社等の名称 　伊藤忠エネクス株式会社（コード番号：8133）    親会社等における当社の議決権所有比率     27.2%

米国会計基準採用の有無 無

１. 17年 9月中間期の連結業績（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 17年 9月 30日）
(1)連結経営成績 (金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。）

売    上    高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 9月中間期 82,574 19.8 802 56.0 1,149 14.9
16年 9月中間期 68,909 △ 4.7 514 △ 43.5 1,000 △ 15.0
17年 3月期 182,901 － 4,554 － 5,188 －

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間 潜在株式調整後１株当
 ( 当 期 ） 純 利 益 たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭
17年 9月中間期 522 △ 2.6 6.91 －
16年 9月中間期 536 36.0 7.34 －
17年 3月期 19 － △ 0.18 －
(注)①持分法投資損益　　17年 9月中間期　　　△0百万円　　　　16年 9月中間期　　　△0 百万円　　　　17年 3月期　　　　0百万円

     ②期中平均株式数（連結）　17年 9月中間期　　75,584,530株　　　16年 9月中間期　　72,984,816株　　　17年 3月期　　72,361,041株
     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
17年 9月中間期 71,866 48,809 67.9 645.83
16年 9月中間期 66,736 45,949 68.8 651.21
17年 3月期 76,085 47,837 62.9 632.42
(注)期末発行済株式数（連結）　17年 9月中間期　　75,575,143株　　　16年 9月中間期    70,559,823 株　　　17年 3月期　　75,590,685株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
営業活動による  投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期　 末 　残 　高

百万円 百万円 百万円 百万円
17年 9月中間期 1,545 △ 891 △ 1,374 16,501
16年 9月中間期 1,262 △ 833 △ 2,541 10,841
17年 3月期 3,634 203 438 17,217

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数　33　社　　　持分法適用非連結子会社数　－　社　　　持分法適用関連会社数　1　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）　－　社　　（除外）　2　社　　　　持分法（新規）　－　社　　（除外）　－　社

２. 18年 3月期の連結業績予想（ 平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日 ）
　 売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 190,000 5,000 2,800
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   　　37円　05 銭 

上記の予想は、あくまでも本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因

によって予想数値と異なる場合があります。
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　企　 業　 集　 団 　の 　状 　況　

　 当社の企業集団は、当社、子会社３３社、関連会社１２社及びその他の関係会社１社で構成され、主な事業内容と当該事業における
位置付けは次の通りであります。

　〈 事業系統図 〉

都市ガス供給 液化石油ガスの販売 抗菌性ゼオライトの

連結子会社 連結子会社 製造及び販売

北海道シナネンガス販売㈱ 福洋ガス㈱ 連結子会社

シナネン東北ガス販売㈱ ㈲加須ガス

シナネン関東ガス販売㈱ ㈲石英エネルギー

長野シナネン販売㈱ ㈱ニチエネ・ガス販売

中部シナネンガス販売㈱ 関連会社

関西シナネンガス販売㈱ ＊マツバホームガス㈱

ガソリンスタンド等の経営 四国シナネン販売㈱

連結子会社

シナネン石油㈱

チバネン石油㈱

㈱シナネン・オートガス

（役務提供）

ＬＰガスの保安及びＬＰガス等の配送業務 その他

連結子会社 連結子会社

㈱シナネン北海道ひまわりガスセンター ㈱ハイネンひまわりガスセンター

㈱シナネン東北ひまわりガスセンター ㈱エナジック関東 関連会社

㈱シナネン北関東ひまわりガスセンター 関連会社 ITC LNG FINANCE

㈱シナネン中央ひまわりガスセンター ㈱茨城エナジック

㈱シナネン神奈川ひまわりガスセンター 武蔵エナジックセンター㈱

㈱シナネン中部ひまわりガスセンター ㈱セキュリティネットワーク

㈱シナネン関西ひまわりガスセンター ㈱ホームエナジック京葉

㈱なのはなガスセンター ㈱神奈川エナジック

（役務提供）

（役務提供）

石油製品等各種燃料、

石油・ガス器具等生活物資の販売

連結子会社 関連会社

㈱チバネン ㈱新潟品川

㈱ミヤネン ㈱グンシナ

品川ハイネン㈱ 山梨品川燃料㈱

マツバ産業㈱ 三河品川燃料㈱

アルプス産業㈱ ㈱庄内品川

主要株主

業務 その他の関係会社

提携

固形燃料等の製造

連結子会社

㈱イシネン

１．＊は持分法適用会社であります。
２．シナネン関東ガス販売㈱、ニチメンエネルギーガス販売㈱及びチバネンホームガス㈱は平成17年４月に合併し、
　　シナネン関東ガス販売㈱が存続会社となりました。

得　　　意　　　先　　　及　　　び　　　消　　　費　　　者

当　　　　　　　　社　　（シ　　　ナ　　　ネ　　　ン　　　㈱）

日高都市ガス㈱

（
役
務
提
供

）

㈱シナネンゼオミック

品川開発㈱

(CAYMAN) LIMITED

抗菌性ゼオライト
木質系チップ他

　（注）

伊藤忠エネクス㈱

エ　　ネ　　ル　　ギ　　ー　　事　　業

石油製品、液化石油ガス、固形燃料、石油･ガス器具等生活物資

その他の事業
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< 関係会社の状況 >

議決権の所有

資　本　金 又は被 所 有

（百万円） 割　合（％）

（連結子会社）

当社は商品を同社に販売しております。

役員の兼任　あり

埼玉県南埼玉郡 当社は商品を同社に販売しております。

白岡町 役員の兼任　あり

当社は商品を同社に販売しております。

役員の兼任　あり

当社は商品を同社に販売しております。

シナネン関東ガス販売㈱ 100.0 なお、当社所有の事務所を賃借しております。

(13.3) 役員の兼任　あり

当社はガス類を同社に販売しております。

役員の兼任　あり

当社は石油製品を同社に販売しております。

なお、当社よりガソリンスタンド設備を賃借して

おります。

役員の兼任　あり

当社は商品を同社に販売しております。

役員の兼任　あり

当社所有の工場設備を賃借しております。

役員の兼任　あり

当社は商品を同社に販売しております。また当社は

原料石炭を同社に販売し、同社より煉炭豆炭を仕入

れております。なお、当社所有の事務所及び工場設

備を賃借しております。

役員の兼任　あり

当社はガス類を同社に販売しております。

役員の兼任　あり

同社は当社グループの得意先に対してＬＰガスの保

㈱シナネン中央 安業務を行っております。なお、当社所有の事務所

ひまわりガスセンター を賃借しております。

役員の兼任　あり

その他　２２社

(持分法適用関連会社)

40.0 マツバ産業㈱が商品を同社に販売しております。

(40.0) 役員の兼任　なし

(その他の関係会社) 被所有割合 当社はＬＰガスの充填・配送業務等について同社と

業務提携しております。

役員の兼任　あり

(注)１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

　　２．議決権の所有割合の(　)内は、間接所有割合で内数であります。

　　３．上記関係会社のうち、特定子会社に該当するものはありません。

　　４．上記関係会社のうち、伊藤忠エネクス㈱を除き､有価証券届出書又は有価証券報告書を提出しているものはありません｡

エネルギー事業

30

㈱シナネンゼオミック名古屋市港区

日 高 都 市 ガ ス ㈱埼玉県日高市 80

300千葉県市川市

27.2伊 藤 忠 エ ネ ク ス ㈱東京都目黒区 19,877
石油・ガス･生活
関連事業等

100.0

マツバホームガス㈱

名　　　　称 住　　　所 主要な事業の内容

㈱ チ バ ネ ン千葉県富里市 60 エネルギー事業

㈱ ミ ヤ ネ ン 54 エネルギー事業

品 川 ハ イ ネ ン ㈱石川県金沢市 96 エネルギー事業

兵庫県高砂市 20 エネルギー事業

エネルギー事業 100.0千葉県市川市

100.0

20 エネルギー事業

10

エネルギー事業

エネルギー事業

98

50

エネルギー事業 100.0

100.0

その他の事業 100.0

エネルギー事業

関　　係　　内　　容

100.0

100.0

80.0

100.0

40

シ ナ ネ ン 石 油 ㈱

㈱シナネン・オートガス 東京都品川区

㈱ イ シ ネ ン宮城県石巻市

埼玉県越谷市

マ ツ バ 産 業 ㈱兵庫県高砂市

－３－
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【経営方針】 

１．会社経営の基本方針 

当社及びグループ企業は、株主価値の最大化を図るとともに、取引先、従業員等の利益を十

分に考慮していきます。また、当社及びグループ企業は、エネルギー及び快適生活向上のため

の商品・サービスの提供を通じ、人々の、より快適、清潔、健康的な生活と幸福の実現を目指

し、生活環境・文化の向上に貢献することを基本方針としております。 

 

２．会社の利益配分に関する基本方針 

当社は、株主各位に対する利益還元を経営の最重要政策と考え、財政状況、利益水準、配当

性向などを総合的に勘案して安定的な配当の継続を実施してまいります。 

また、内部留保資金につきましては、営業拠点の整備等の設備投資とともに、小売事業拡大

のための原資として充当していく予定です。 

 

３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針 

当社は、幅広い投資家が参入することが出来るよう、株式の投資単位の引下げにつき、検討

しておりますが、今後の当社株式の流動性や株価の動向及び証券市場の動向等も勘案して、対

応したいと考えております。 

 

４．目標とする経営指標 

株主資本の効率的な運用による投資効率の高い経営を目指すため、目標とする経営指標とし

てＲＯＥ（株主資本利益率）を採用しています。 

そして、当社及びグループ企業は中期経営計画｢プラン２３６｣において、平成 19 年度の連結

ＲＯＥ6.0％以上を目標としています。 

 

５．中長期的な会社の経営戦略 

当社及びグループ企業は、エネルギー業界の競争が厳しさを増す中、平成 15 年度にスタート

いたしました中期経営計画｢プラン２３６｣において卸事業の効率化と小売事業の拡大に邁進し、

安定収益と成長性の確保を基本戦略としております。 

（１）エネルギー分野の強化・拡充 

① 石油部門においては、主に一般家庭で利用される民生用灯油の販売力を強化していきま

す。そのため、灯油センターの稼働率向上と採算性の高い地域への新設を進め、物流コス

トの削減を行い、平成 19 年度の灯油販売数量 200 万 KL を目指します。 

② ＬＰガス部門においては、小売事業の拡大を目指し、ＬＰガス営業権の買収を積極的に

推進いたします。そして、平成 19 年度までにグループ全体の消費者軒数を 30 万軒とし、

販売数量の増加を図り、そのスケールメリットによるシナジー効果を狙います。 

また、サービス向上と「ひまわりガス」ブランドの周知を進め、顧客から選ばれる企業

を目指します。 
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（２）新規収益源の発掘・育成 

① 抗菌事業においては、抗菌効果及び消臭効果を兼ね備えた抗菌剤｢ゼオミック｣の提案活

動を繊維分野や衛生材料分野等を中心に押し進めるとともに、海外市場においても欧米に

とどまらず、東南アジアへも積極展開して行きます。また、コンクリート用抗菌剤｢ゼオマ

イティ｣を下水道工事関連事業者へ積極的に拡販していきます。 

② 新エネルギーへの取組みとして、当社営業所内に燃料電池車へ水素を供給するための水

素ステーションを設置して実証試験を継続してまいります。また、定置用燃料電池の実証

試験を開始してノウハウを蓄積し、災害時にも自立稼動できる燃料電池の研究を行ってま

いります。 

③ 木質系建設廃材を固形燃料化するバイオマス燃料製造工場の運営等を通じ、環境リサイ

クルビジネスを拡大いたします。 

 

６．会社の対処すべき課題 

当社及びグループ企業は、対処すべき課題を以下のとおりとらえ、積極的に事業活動を展開

していきます。 

（１）石油部門は、民生用灯油の販売力を強化するため、灯油センターの稼働率向上と採算性の

高い地域への新設を進めます。また、仕入れの多角化や物流費の低減によってコスト競争力

を強化していきます。 

（２）ＬＰガス部門は、小売事業の強化を図ります。そのために、ＬＰガス営業権の買収を積極

的に推進します。また、本年４月に関東圏のＬＰガス販売会社の統合を行いました。これに

より、ＬＰガス小売事業の拡大と顧客に対するサービスの向上や認知度のアップを図り、さ

らにシナジー効果を生み出します。 

また、電力業界の動向やガス業界の取組み等についての情報発信や、勉強会を開催して各

販売店のオール電化対策活動をバックアップしていきます。 

 

７．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社及びグループ企業は、経営の透明性と健全性を確保し、意思決定と執行の迅速化を進

めることにより継続的に企業価値を高めていくことが、コーポレート・ガバナンスの基本で

あり、経営の重要課題の一つであると認識しています。 

 

（２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

当社は、従来の監査役制度を採用しており、役員は取締役９名（うち、社外取締役２名）、

監査役３名（うち、非常勤監査役 1名）、執行役員５名で構成されています。 
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①取締役会 

当社は、代表取締役の職務執行を監督する取締役会を、毎月１回定期的に、必要がある場

合はその都度開催し、経営に関する重要事項の付議、業務の進捗状況、問題解決の対策等を

論議・検討しています。また、監査役は、商法の定めるところにより取締役会の全てに出席

し、意見を述べています。 

②経営会議 

経営会議は、重要事項に対する社長の意思決定に関する諮問を行うために設置し、毎月１

回定期的に、必要があるときはその都度開催しています。 

この経営会議には常務取締役以上の役付取締役、監査役が常時出席し、その会議の付議事

項に関係する執行役員等が必要に応じて出席します。 

③監査役及び監査室 

監査役及び社長直轄の監査室は、それぞれ別個に業務監査及び会計監査を行い、監査法人

による会計監査とともに内部統制の牽制を図っております。 

④独立監査人 

当社は新日本監査法人と監査契約に基づき会計監査を受けているほか、適宜会計上のアド

バイスを受けております。 

なお、会計監査業務を執行した公認会計士、連続して監査に関与した会計期間及び補助者

の状況は下記のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

補助者の状況 公認会計士 ２名 

       会計士補  ４名 

指定社員 

業務執行社員 
澤田 勲 32 会計期間 

指定社員 

業務執行社員 
今井 靖容 ２会計期間 

指定社員 

業務執行社員 
須藤 修司 １会計期間 
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各事業部門、支社・支店 

連結子会社 

 当社の経営監視、業務執行の体制及び内部統制の仕組みは以下のとおりです。 

 

 

株 主 総 会 

独立監査人 監査役会 

取 締 役 会 

代表取締役社長 

業務執行取締役 

執 行 役 員 

経営会議 

業務執行

監査室 

経営企画部ＣＳＲチーム 

情報ｾｷｭﾘﾃｨｰ委員会 

内部統制 

業務執行・内部統制 

経営監視 

CCO（ﾁｰﾌ･ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・ｵﾌｨｻｰ）

及びｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ担当役員 
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（３）リスク管理体制 

① 当社及びグループ企業は、危険物を取扱販売することを主業務としているため、危険物

及び設備の関連法規を遵守することはもちろんのこと、グループ企業内の自主的な保安基

準を定めた｢自主保安マニュアル｣を基に保安確保に努めています。 

  そして、各事業者の保安管理状況や｢法令｣｢自主基準｣の遵守状況を確認するため年１回

保安査察を実施して、改善を要する事項があった場合は、査察担当者が現地で指導すると

ともに、文書により事業所長に通知します。 

  また、保安査察の結果表及び改善実施計画書は、当社の保安物流部長経由で常務取締役

営業本部長に回付されます。 

② 当社及びグループ企業の販売形態には、卸売販売及び小売販売があり、これらは主に掛

売りをしております。 

  これらの売上債権については、回収サイトの短縮化や、取引先の資金状況を勘案し一部

現金による前受制により回収の早期化を図っております。 

  また、債権事故を未然に防ぐために債権管理システムを導入し、債権管理の強化を図っ

ております。 

③ 当社及びグループ企業の個人情報保護については、情報セキュリティ委員会を設置し、

個人情報保護方針及び情報セキュリティポリシーを制定し文書管理規程等と併せて、個人

情報保護体制を整えております。 

  また、ＰＣ及びその関連機器について、生体認証システムや暗号化等の情報セキュリテ

ィシステムを導入しております。 

 

（４）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利

害関係の概要 

当社は、２名の社外取締役を伊藤忠エネクス株式会社と伊藤忠商事株式会社から受け入れ

ています。 

当社と伊藤忠エネクス株式会社との関係につきましては、｢８.親会社等に関する事項｣に記

載しております。また、当社と伊藤忠商事株式会社とはＬＰガス他の売買取引関係がありま

す。 

そして、社外監査役２名のうち１名は、伊藤忠エネクス株式会社より受け入れ、他１名は

法律事務所の弁護士であります。 
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（５）会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

当社は、当社及びグループ企業の社会的責任に対する意識改革を行うため平成 17 年４月に

経営企画部にＣＳＲチームを設置し、コーポレート・ガバナンスの充実を図っております。 

そして、この経営企画部ＣＳＲチームを中心に、コンプライアンス体制を整備し、当社及

びグループ企業の法令違反を未然に防ぐことを目的に、チーフ・コンプライアンス・オフィ

サーを任命し、各部門・部署及び各グループ会社にコンプライアンス責任者を定めました。 

 

８．親会社等に関する事項 

（１）親会社等の商号等 

（平成 17 年９月 30 日現在） 

親会社等 属  性 
親会社等の議決

権所有割合（％）

親会社等が発行する

株券が上場されている

証 券 取 引 所 等

伊藤忠エネクス株式会社 

上場会社が他の会社の

関連会社である場合に

おける当該他の会社 

27.17 
株式会社東京証券取引所

市場第一部 

 

（２）当社と親会社等との関係 

当社は伊藤忠エネクス株式会社から経営上または営業上の制約を受けることなく、独立性

を保持しております。 

 

９．その他、会社の経営上の重要な事項 

当社及びグループ企業の中期経営計画｢プラン２３６｣における｢ＬＰガス販売会社の統合・拡

大を図り、顧客に対する質の高いサービスの提供と認知度のアップに努める｣という方針に基づ

き関東圏のグループＬＰガス小売部門（シナネン関東ガス販売株式会社、ニチメンエネルギー

ガス販売株式会社、チバネンホームガス株式会社、株式会社ミヤネンＬＰガス小売部門、アル

プス産業株式会社ＬＰガス小売部門）の事業を平成 17 年４月１日に統合し、日本有数のＬＰガ

ス小売事業会社を設立しました。 
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【経営成績】 

１．当期の概況 

当中間期のエネルギー業界は、平成 17 年度上期も、昨年度に引き続き、中国等の需要増を

原因とする供給不安を背景に、投機資金の流入が活発化するとともに、原油市況は続騰し、

ドバイ原油は８月下旬に最高値を更新しました。さらに、ハリケーン｢カトリーナ｣の影響で

原油と液化天然ガス生産量の落ち込みの可能性もあり、国内の元売各社は連続で値上げを打

ち出し、ガソリンの小売価格が高止まりとなっており、灯油の店頭価格も全国平均で過去最

高値を記録しました。 

この影響から、産業界ではエネルギー転換の動きを中心とし、石油燃料の需要減退が顕在

化してきており、原油価格上昇分を販売価格に適正に転嫁することが困難なまま推移しまし

た。 

また、ＬＰガスにおいても、原油価格に追随してＣＰ（通告価格）は高値で推移しました

が、その一方でオール電化等とのエネルギー間競争が激化し、利益を確保することが難しい

環境が続きました。 

このような状況下、当社及びグループ企業は以下のような施策を実施しました。 

（１）石油部門におきましては、全国展開しております灯油センターの稼働率向上を目指し、

他社との共同利用を推進し、効率的な活用を行いました。また、下期に需要が偏重しがち

な灯油だけでなく、年間を通じて需要が見込めるガソリンや軽油を販売するために系列Ｓ

Ｓのセルフ化等を行い、新規顧客獲得に尽力いたしました。 

（２）ＬＰガス部門におきましては、小売事業強化のため、ＬＰガス営業権の買収と消費者開

拓を積極的に推進しました。また、ＬＰガスの快適性をアピールするため高機能ガスコン

ロや高効率ガス給湯器の販売推進を目指し「やっぱりガスだね！！」キャンペーンを行い

ました。 

（３）太陽光発電システムの取扱地域を拡大して販売するほか、家庭用コジェネレーションシ

ステム｢エコウィル｣と太陽光発電を組み合わせたシステム提案を作成しハウスメーカー等

に提案活動を行いました。 

 

その結果、当中間期の業績の内容は、売上高 825 億７千４百万円、営業利益８億２百万円、

経常利益 11 億４千９百万円、中間純利益は５億２千２百万円となりました。 
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２．財 政 状 態 

キャッシュ・フローの状況 

当中間期における連結ベースの現金及び現金同等物は、165 億１百万円（前年同期比 52.2％

増）となりました。各キャッシュ･フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

（１）営業活動によるキャッシュ･フロー 

営業活動の結果得られた資金は 15 億４千５百万円（前年同期比２億８千３百万円増）とな

りました。これは主に税金等調整前中間純利益 10 億３千５百万円と売上債権の減少額が仕入

債務の減少額を上回ったこと等によるものです。 

（２）投資活動によるキャッシュ･フロー 

投資活動の結果使用した資金は８億９千１百万円(前年同期比５千８百万円増)となりまし

た。これは主に有価証券及び投資有価証券の取得による支出が投資有価証券の売却による収

入を上回ったことによるものです。 

（３）財務活動によるキャッシュ･フロー 

財務活動の結果使用した資金は 13 億７千４百万円（前年同期比 11 億６千７百万円減）と

なりました。これは主に第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の償還、配当金の支払等

によるものです。 

また、前年中間期に対して減少した理由は、主に自己株式取得による支出が減少したため

であります。 

なお、キャッシュ･フロー指標のトレンドは下記のとおりです。 

18 年３月期 17 年３月期 16 年３月期 
 

中間 期末 中間 期末 中間 

株主資本比率 67.9％ 62.9％ 68.8％ 63.8％ 56.7％ 

時価ベースの株主資本比率 71.0％ 57.4％ 59.7％ 49.1％ 41.7％ 

債務償還年数 0.9 年 0.5 年 1.0 年 0.3 年 2.5 年 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ 103.0 113.6 105.2 18.7 22.8 

株主資本比率：株主資本／総資産 

時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

ａ．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

ｂ．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しています。 

ｃ．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシ

ュ・フローを使用し、利払いは、同計算書の利息の支払額を使用しています。有利子負

債は、貸借対照表に計上されている社債及び借入金の合計額を対象としています。 

 


	中間(連結）

